
日 銀 市 第 ７ ３ 号  

２０１９年５月２３日 

 

 

金融調節等入札連絡事務についての 

日銀ネット利用先 

日銀ネット利用金融機関等 

 

日 本 銀 行 

 

 

「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（金融調節等入札連絡事務）」 

の一部改正に関する件 

 

 

 

日本銀行では、国債補完供給の要件緩和措置を実施することに伴い、標記規程の一

部を別紙のとおり改正し、本年６月１０日から実施することとしましたので、通知し

ます。 

 

 

以  上 

御中 



 

別紙 

 

「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（金融調節等入札連絡事務）」

中一部改正 

 

 

○ 第１編６．（６）を横線のとおり改める。 

 

（６）日銀国債売現先（国債補完供給）の事前準備および「日銀国債売現先

（国債補完供給）入札実施希望通知に関する願書」のファクシミリ送信 

 

イ、事前準備 

  日銀国債売現先（国債補完供給）にかかる金融調節等入札連絡事務

においては、日本銀行と対象先間の連絡のために、原則として、日本

銀行金融市場オンライン（以下「市場オンライン」といいます。）を

利用します。市場オンラインの利用にあたっては、ロ．に定めるほか、

「日本銀行金融市場オンラインユーザマニュアル 金融機関編」に

従ってください。 

 

ロ、「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望に関する願書」の

送信 

対象先は、日銀国債売現先（国債補完供給）の入札の実施を希望す

る場合には、日銀国債売現先（国債補完供給）の入札の実施を希望す

る日の次の①または②に掲げる時間に、日銀国債売現先（国債補完供

給）の入札の実施を希望する旨、実施を希望する入札の別（注）および

売却を希望する銘柄を「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希

望通知に関する願書」（第４号書式）により日本銀行金融市場局まで

市場オンラインによりファクシミリ送信してください（ファクシミリ

番号は［参考］を参照してください。）。「日銀国債売現先（国債補

完供給）入札実施希望通知」を送信した場合には、当該通知を送信し



 

た旨を日本銀行金融市場局に速やかに電話連絡してください。日本銀

行は、必要に応じて、電話等により、内容の確認をすることがありま

す。 

 

① 略（不変） 

② 略（不変） 

 

なお、ファクシミリが故障している市場オンラインの障害により送信

ができない等、やむを得ない事情がある場合に限り、日本銀行は電話

ファクシミリにより日銀国債売現先（国債補完供給）の入札実施の希望

を通知す願出ることを認めます。この場合には、ファクシミリ送信が可

能となった時点で、電話により通知した内容を「日銀国債売現先（国債

補完供給）入札実施希望通知」により日本銀行金融市場局にファクシミ

リ送信してください。 

日本銀行は、原則として同一銘柄について１先以上の日銀国債売現先

（国債補完供給）の対象先から「日銀国債売現先（国債補完供給）入札

実施希望通知に関する願書」を受信した場合その他日本銀行が適当と認

める場合に、日銀国債売現先（国債補完供給）の入札を実施します。 

なお、日本銀行は、「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望

通知に関する願書」を送信した対象先に対して、個別に入札の実施の可

否は連絡しませんので、注意してください。 

 

（注）略（不変） 

 

 

○ 第１編７．（２）（注２）を横線のとおり改める。 

 

（注２）ただし、日銀国債売現先（国債補完供給）において、６．（６）に規

定する「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望通知に関する願

書」を対象先から受信したことに基づいて日本銀行が入札を実施する場

合には、当該希望通知を日本銀行に送信していない対象先は、「入札要

項通知・募入決定通知受信」を送信する必要はありません。 



 

○ 第１編７．（４）④ ハ、を横線のとおり改める。 

 

ハ、６．（６）に規定する「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望

通知に関する願書」を対象先から受信したことに基づいて日本銀行が入札

を実施する場合には、募入の対象となる各銘柄について、当該銘柄にかか

る当該希望通知を日本銀行に送信していない対象先から行われた応募は、

募入外とすること。 

 

 

○ 第４号書式を次のとおり改める（全面改正）。 



 

 

（第４号書式）

（日付）※1

日本銀行金融市場局　御中

日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望に関する願書

（売却対象先名）

当方 は、下掲事項を含め貴行の定めるところに従った上、日銀国債売現先（国債補完供給）に 金融機関等名

関して、下記のとおり入札を願出ます。

（照会先）

部署名

担当者名

連絡先

記

１．実施を希望する入札

２．入札の実施を希望する銘柄等 参考情報

落札予定額

（単位：億円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

項番 主な申請事由※３ 主な受取先※３ 主な受渡先※３
希望銘柄

（国債略称）※２（国債名称区分） （回号コード）

※１ 入札の実施を希望する日をYYYY/MM/DD形式で入力すること（例：2019/9/9）。

※２ スタート日の翌営業日から起算して２２営業日以内に償還日が到来する銘柄でないこと。

※３ 申請事由の主因を選択の上、フェイルの場合には、当該銘柄の主な受取先および受渡先を入力すること。

（遵守事項等）

当方は、日銀国債売現先（国債補完供給）について入札を願出るに当たっては、次に掲げる事項を遵守する旨、表明致します。

○ 日銀国債売現先（国債補完供給）を制度の趣旨に沿った目的で利用すること。

○ 「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望に関する願書」（以下「願書」）を、日本銀行が別途定める受付締切時刻までに、

市場オンラインの業務名「SLF事務」宛に送信すること（注１）。

○ 入札実施を希望する銘柄は、１つの願書に纏めたうえ、１回で願出ること（複数葉の願書による願出は行わないこと）。

○ 日本銀行が、受付締切時刻までに受信した願書のうち、受付締切時刻までの時間において最後に受信したもののみを有効な

願書として受付けることを予め承諾すること（注２）。

（注１） 日本銀行は、必要に応じて、願書の内容について確認をすることがあります。日本銀行から希望先（本通知に記載されて

いる連絡先）に報告を求める連絡を行った際に当該希望先が不在だった場合には、当該希望先は遅滞なく日本銀行に折

り返して連絡してください。

（注２） 受付締切時刻までは、願書の提出を複数回行うことができます。直前に提出した願書に記載された希望銘柄の情報を変

更したい場合は、改めて願書を日本銀行に提出することにより訂正（取消）することができます。なお、参考情報欄（「落札

予定額」欄、「主な申請事由」欄、「主な受取先」欄、「主な受渡先」欄）のみを変更する場合には、再提出不要です。



 

○ [参考]を横線のとおり改める。 

 

［参考］本利用細則に関する連絡・照会先 

 

（１）第１編６．（６）に定める「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望通知」

の電話連絡先 

 

日本銀行金融市場局（市場調節課市場調節グループ） 

 電話：①０３－３２７７－１２４３ 

②０３－３２７７－１０２７ 

③０３－３２７７－１２８５ 

 

（２）（１）以外の連絡・照会先 

 

以下略（不変） 

 

 

 


